
審査請求について（補足資料） 

現行条例 改 正 法 備  考 

（審議会への諮問等） 

第 49 条 前条第１項の審査請求があったとき

は、当該審査請求に係る審査庁は、次の各号

のいずれかに該当する場合を除き、当該審査

請求があった日の翌日から起算して 30 日以

内に、福岡市個人情報保護審議会に諮問しな

ければならない。 

（中略） 

２ 前項の規定により諮問をした審査庁（以下

「諮問庁」という。）は、当該諮問に対する

福岡市個人情報保護審議会の答申を受けた

ときは、これを尊重して、当該答申があった

日の翌日から起算して 30 日以内に、当該審

査請求に対する裁決をしなければならない。 

（審査会への諮問） 

第 105条 開示決定等、訂正決定等、利用停止

決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用

停止請求に係る不作為について審査請求が

あったときは、当該審査請求に対する裁決を

すべき行政機関の長等は、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除き、行政不服審査法第

八十一条第一項又は第二項の機関に諮問し

なければならない。（青字は改正法第 105条第３

項による読替え後） 

【行政不服審査法】 

（裁決の時期） 

第 44条 審査庁は、第八十一条第一項又は第二項

の機関から諮問に対する答申を受けたときは、遅

滞なく、裁決をしなければならない。（青字は改

正法第 106条第２項による読替え後） 

第 108条 この節の規定は、地方公共団体が、

保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の手

続並びに審査請求の手続に関する事項につ

いて、この節の規定に反しない限り、条例で

必要な規定を定めることを妨げるものでは

ない。 

【行政不服審査法】 

第二節 地方公共団体に置かれる機関 

第 81条 地方公共団体に、執行機関の附属機関と

して、この法律の規定によりその権限に属させら

れた事項を処理するための機関を置く。 

（中略） 

４ 前三項に定めるもののほか、第一項又は第二項

の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、当該

機関を置く地方公共団体の条例（地方自治法第

二百五十二条の七第一項の規定により共同設置

する機関にあっては、同項の規約）で定める。 

【地方自治法】 

（委員会、委員及び附属機関の設置） 

第 138条の４ 

３ 普通地方公共団体は、法律又は条例の定めると

ころにより、執行機関の附属機関として自治紛争

処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、

審査、諮問又は調査のための機関を置くことがで

きる。ただし、政令で定める執行機関については、

この限りでない。 




